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R. Arneson、G.A. Cohen、J.E. Roemer、A. Sen の理論を検討し、実践可能性をもつ価値基準を探求する。選好や選
択など、個人がコントロールしうることによって資源は分配されるべきとする責任的補償原理の可能性、およびそれ
への批判と問題点を検討する。そのうえで、社会において、個人が選ぶことができる生活の選択肢、すなわち潜在能








理念や価値基準が存在してきたかを探る。まず、Davis & Moore の機能主義的成層理論をめぐる論争と、1950 年代
からはじまる産業化命題の検証において、親と子どもの地位の無相関の状態として定義される「機会の平等」へ大き
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 階層・階級論では、親の地位と子どもの地位の無相関という形で表される「機会の平等」という価値基準が用いら
れてきた。本論文では、リベラリズムの立場に立つ正義論、マルクスの階級論と現代的マルクス主義階級論などを主
にとりあげて、それぞれが何を公正と判断し、また何を根拠にそう判断してきたかを検討する。そして、「希少な資
源は、個人がコントロールしうる要因によって配分されるべきで、その要因に環境が影響を与えるべきではない。ま
た、資源の分配における個人の好みや選択も考慮に入れるべきで、そのときには、ある個人にとって選択したい選択
肢が、社会によって、選ぶことが難しい状況をもたらすのは、公正ではない。」という判断基準を導く。 
 そして、階級構造の公正性を判断する基準として、①所得は個人がコントロールできる事柄、すなわち技能に基づ
いて分配される、②労働過程において、すべての個人が自らにとって好ましくない事態を避けることができる、すな
わち労働が上司や時間に制約されない「仕事の自律性」がある、の２つを実証的に検討しようと考える。 
 論文の後半では、調査データからこの２点が現代日本でどの程度成立しているかを分析し、日本社会の公正さを判
断しようとする。データ分析の結果、高い学歴、役職、専門職がもたらす高所得は技能の差によって説明できる公正
なものであるが、女性であること、パート・アルバイトなどの非正規雇用、企業の規模が小さいことなどがもたらす
低所得は技能の差では説明できない不公正なものであることがわかった。また、仕事の自律性の分析から、この 20
年間で、仕事の自律性は低下していること、仕事における技能の違いと解雇のされやすさが仕事の自律性に影響する
ことがわかった。 
 階層や階級は希少な資源の不平等な分配によって、成立せざるを得ない。それがどのような状態にあるのかという
分析は、階層・階級研究で数多くなされてきた。しかし、資源の配分がいかにあるべきかという価値判断の次元にま
でさかのぼり、それと現状とのデータ分析を結びつける研究は、多くはない。その点で、本論文は、意欲的な論文で
あり、多様な領域の数多くの文献から判断基準を導き、データ分析の結果から日本社会の雇用を分析したという点を
評価することができる。以上のことから、本論文は博士（人間科学）の学位にふさわしいものと判定する。 
